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1.はじめに 

建築設備の設計や施工にあたって、耐震性を考慮した設計や施工が行われるようになって久し

いが、その対策のほとんどは設備機器の固定支持などに関するものであり、地震による設備機器

の転倒や落下による人的被害を防止する観点からは効果的といえても、設備機能の維持・確保と

いう点では十分ではない場合が多かった。すなわち、設備機器本体の耐震性や建築設備システム

としての耐震性の確保という点において、さらに検討すべき課題が残されていた。しかし、最近

はBCPの概念が一般化し、ビルの中の特定の空間に関する設備機能を維持するといった概念も必

要となり、これらの残された課題を解決して、建築設備システムとしての機能確保の考え方をよ

り進化させる必要性が出てきていた。こういった状況の中で、日本建築センターから「設備機器

本体の耐震性能確認基本ガイドライン」が公表された。これにより今後BCP等を考慮した設計や

施工において設備機器本体の耐震性能を規定する動きが生まれるものと思われる。最後に残され

たのは“ 建築設備システム ”としての機能確保についての考え方を整理することである。以上の

ような背景のもとにここでは建築設備システムの機能確保についての考え方をガイドラインとし

て示すこととした。 

 

2．本ガイドラインの目的 

設備機器等の支持・固定にかかわる耐震性能の確保方法については、日本建築センターの指針

などによる設計や施工方法が既に広く普及している。設備機器本体の耐震性能の確認方法につい

ても日本建築センターによりガイドラインが公表された。 

建築設備の機能確保を目指すには、以上の２つの視点だけではなく設備を単体・部分ではなく

建築設備システムとして捉えてその耐震性能を確保する必要がある。 

ここでは、この建築設備システムの耐震性能確保に対する考え方を示し、設計図書等に明示す

る方法を示す。 

 


